令和6年度　神戸観光局
「高付加価値旅行ランドオペレーター業務およびエリアマニュアル制作」
にかかるプロポーザル実施要領

1. 業務名称
令和6年度 神戸観光局「高付加価値旅行ランドオペレーター業務およびエリアマニュアル制作」
（以下、本業務）

2. 背景・業務目的
欧米豪を中心とした高付加価値な旅をするラグジュアリー旅行者層を神戸に誘客するための手配体制を整え、アクティビティを開発してそのテストセールスを実施することである。
ラグジュアリー旅行者層の誘客において最も大きなボトルネックであるランドオペレーターの不在という課題を補いながら、英国・米国・豪州のラグジュアリー旅行者を顧客に持つ旅行会社、トラベルデザイナー、ツアーオペレーター（以下、「現地旅行会社」という。）や現地旅行会社から手配依頼を受ける日本国内の手配会社（以下、「国内DMC」という。）に対する市場調査を基に高付加価値アクティビティを開発する。そしてそれらを掲載したエリアマニュアルを作成してBtoBセールスに活用することで、神戸への実際の送客に繋げることを目指す。

3. 履行期間
契約締結日から令和７年3月31日(月)まで

4. 契約上限金額
2,750,000円（消費税・地方消費税込み）

5. 実施主体
一般財団法人神戸観光局

6. 公募および契約担当事務局
〒651-0087
兵庫県神戸市中央区御幸通6丁目1番12号三宮ビル東館9F
一般財団法人 神戸観光局 観光部
担当：櫻井、羽東
TEL : (078)-262-1905 / FAX : (078)-230-0808 / e-mail : kobe_promotion@kcva.or.jp 

7. プロポーザル参加資格要件
応募者は以下の要件を全て満たしていること。
· 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していないこと（同条第２項各号のいずれかに該当すると認められてから３年を経過している場合を除く。）


· 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされている更生事件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）がなされている者（同法第１９９条に規定する更生計画認可の決定（旧法第２３３条に規定する更生計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法第１７４条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく不健全な者でないこと。 
· 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に掲げる暴力団およびそれらの利益となる活動を行う団体でないこと
· 仕様書に基づき、信義に従い誠実に業務を履行できること。

8. 公募実施日程
· 公募開始日	　　　　　　　　　　　　　　　令和６年7月16日（月）
· 質問締切日	　　　　　　　　　　　　　　　令和６年7月24日（水）
· 質問回答日	　　　　　　　　　　　　　　　令和６年7月25日（木）[予定]　
· 企画提案書提出締切日　　　　　　　　　　　　　　令和６年8月7日（水）
· プレゼンテーション実施日	　　　　　　　　　　　令和６年8月中旬  [予定]　
· 審査結果（採否）通知日　　　　　　　　　　　　　令和６年8月下旬  [予定]　
· 契約締結日	　　　　　　　　　　　　　　　令和６年8月下旬　[予定]　
※　本業務についての説明会を実施する予定はない。

9. 応募書類の配布
公募開始日から企画提案書提出締切日まで、下記の神戸観光局ホームページで公開する。担当窓口および郵送での配布は行わない。
神戸観光局ホームページ： https://kobe-dmo.jp/info/ 

10. 提出方法
質問書、企画提案書等の提出方は電子メールでのみで受理する。

11. 提出先
「６. 公募および契約担当事務局」と同じ。

12. 提出書類
(1) 企画提案書
　仕様書に基づき、以下の項目を記載の上、任意の形式で提出すること。
・高付加価値アクティビティの商品開発案2案
　　・インタビューする海外旅行会社案および国内DMC案
　　・テストセールス実施案



(2) 見積書
・仕様書の項目ごとに作成すること。
・見積書の記載内容を確認し、必要に応じて補正を求めることがある。
・提案上限金額を超える見積金額の提案があった場合は失格とする。

(3) 業務実績
・過去に同様の業務実績がある場合は、任意の形式で業務実績を提出すること。

13. 公募に関する質問
提案書作成に関して質問が生じた場合には、質問事項を端的にまとめ、事務局まで電子メールにて問い合わせること。送付後、速やかに契約担当課まで電話をし、必ず到達確認をすること。
なお、質問受付期間は公募開始日から質疑締切日時までとし、それ以後は一切受け付けない。回答は質問回答日に、前記の神戸観光局ホームページ内の当該公募情報の掲載ページに追記する形で公表する。

14. 失格事項
次のいずれかに該当する場合は失格とする。採択通知後、契約締結するまでの間に次のいずれかに該当した場合又は該当していることが判明した場合は、採択を取り消し、その者とは契約を締結しない。
（１）提案者がプロポーザル参加資格要件を満たさなくなった場合
（２）見積書の金額が、提案上限金額を上回る場合
（３）提出期限までに書類が提出されない場合 
（４）提出書類に不備がある場合（軽微な場合を除く。）
（５）提出書類に虚偽の記載があった場合
（６）著しく信義に反する行為があった場合
（７）契約を履行することが困難と認められる場合
（８）企画提案書の記載内容が法令違反など著しく不適当な場合
（９）審査の公平性に影響を与える行為があった場合

15. 企画提案書の審査
・提出書類は当会の参画者で構成される選定委員会において審査し、最も優秀であると認められた１者を採用する。提出書類の内容についてのプレゼンテーションの実施を予定している。日時等詳細については別途連絡を行う。
・審査を行う上で疑問点や確認事項が発生した場合は、各々の提案者に確認を行う。
・審査内容、結果についての異議は認められない。
・評価項目
1 応募者の受託適正（同種業務の実績等）【20点】
2 提案内容の有効性（提案内容の具体性・妥当性等）【50点】
3 提案内容の実現性（実施体制・スケジュール等）【10点】
4 過去の実績【10点】
5 見積（提案価格、経費内訳の妥当性）【10点】



16. 契約の締結
（１）契約者の決定
① 採用者との契約交渉が成立した場合は、当該事業者を契約者として決定し、契約締結を行うものとする。その際に当該事業者が提案した内容は、仕様書に規定されたものと見なす。
② 採用者との契約が成立しなかった場合は、プロポーザルの提案順位が次順位の者が繰り上げとなり、契約交渉を行い、成立した場合には、当該事業者を契約者として決定し、契約締結を行うものとする。
なお、優先交渉権者が契約を辞退したことにより契約が成立しなかった場合、その辞退理由が正当な理由ではないと当会が判断した場合および契約不成立により倒壊に著しい損害が生じる場合には、優先交渉権者である事業者に対して入札参加停止措置等を行うことがある。
（２）契約金額
契約金額は、提案された見積書の金額の範囲内とする。

17. その他
（１）提出書類は選定結果にかかわらず返却しない。ただし、不採用となった場合には当会に参画する各市で定めた保存年限満了後、それぞれの責において全て処分するものとし、本業務における審査以外では使用しない。なお、神戸観光局ホームページ上で選定結果を公表するほか、提出書類等は情報公開条例により情報公開の対象となる場合がある。
（２）提出書類は、審査を行う作業に必要な範囲において複製を作成する場合がある。
（３）企画提案書で表明された内容が契約内容となるため、実現性が低いにもかかわらず提案するようなことがないこと。優先交渉権者に決定された後であっても業務目的が達成できないことが確認できた場合には契約を締結しない場合がある。それに伴う提案者が被る損害について、当会は一切賠償しない。
（４）企画提案書の作成等プロポーザルに要する費用は、すべて提案者の負担とする。
（５）仕様書等は無料とする。なお、仕様書等は本業務プロポーザルの積算、見積り以外の目的で使用してはならないこととし、プロポーザル終了後に破棄または責任を持って管理すること。
